
皆様のお手元に『CRI』が届く頃は、多くの企業で異動や転勤、退職・

入社など人の「つながり」の再編成・再構築が起きる時期かと思いま

す。今月号は「つながり」についてレポートしています。本誌では特
に「緩いつながり」にスポットを当て検証していますが、「緩いつな

がり」は心理的な負荷も少なく強制力を持たない、共通の関心や価

値観で結ばれた集まりだとしています。このような「つながり」は個

人の自発性が尊重され、多様な背景や価値観を持つ人々が集まり易く、

新たなアイディアや視点の発見につながる可能性があります。一方で、
スポーツのサポーターなどに見られるように、「強制されたつながり」

よりも結束力が高く同調圧力も強いこともあります。
デジタル社会においては空間・時間的な距離を超えた「つながり」

を持ち易くなることから、人々は様々な「つながり」の中を訪れます

し、社会の変遷に合わせつながり方も複雑化・変容していくことが

想定されます。しかし日常生活においては一定の枠組みの中での

「つながり」が主体となることが多く、複数のつながりの中を行き
来しつつも自発性・多様性を尊重、役割と必要に応じて結束して
いくような柔軟なつながりが求められるのではないでしょうか。
変わるまち・未来に続くまちでは「栃木県宇都宮市」を取り上げ

ました。宇都宮市は食文化・地域産業の活性化と共に、LRTの開通
など公共交通の整備による持続可能な都市づくりに積極的に取り

組んでいます。首都圏との融和性も高く、より暮らし易く住み易い

まちへと益々進化することが期待されます。

今月号よりエッセイ執筆を中川寛子氏にご担当頂いています。

中川氏はユニークな切り口で沢山の著書を出版されているので、
ご存じの方も多いかと思います。CRIのエッセイもご期待下さい。
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中小企業経営者の高齢化が進行しており、経営者年齢

のピークはこの20年間で50代から60～70代へと大きく

上昇している。平均年齢は60.5歳であり、過去最高を更新

した（2023年現在）。経営者年齢が70歳以上である企業

の割合は、2000年以降最高となっており、事業承継が

必要となる企業は相当数存在している  図 1 。
経営者の高齢化により次世代へのバトンタッチが求め

られているが、後継者不在率は2018年以降改善してい

るものの、2023年時点でも依然として高い水準であり、

54.5％が後継者不在となっている  図 2 。
都道府県別後継者不在率が最も高いのは島根県で、全

国平均を大幅に上回る75.1％。次いで高いのは鳥取県

の71.5％だったほか、山口県も65.3％で山陰地方の不在

率の高さが目立った。一方で不在率が低いのは三重県の

29.4％で、地域金融機関が密着して事業承継の支援を

行っていることや、比較的安定した経営や商圏を持って

いる企業が多く、親族が経営を継ぎやすい環境が整ってい

るほか、事業承継支援ネットワークが構築されていること

がその要因とされている  図 3 。
少子化の影響で子供がいない、或いは子供が事業を継ぐ

意思がないケースが増加しているが、事業承継には高度な

経営スキルと専門知識が求められることから、政府・自治体

のバックアップや早期の事業承継計画の策定、同族に依ら

ない広く承継者を募る仕組みの強化をしていく必要がある。

2025年問題が問うもの 
～次世代へのバトンタッチ 事業承継に潜む世代・地域間格差～

2025年は団塊世代が全て75歳を迎え
人口の約18％が後期高齢者となることで
2025年問題と言われている。
今月号は高齢化時代における事業承継の
課題についてデータを読み解いていきたい。
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資料：中小企業庁「中小企業白書（2024）」より長谷工総合研究所作成

資料：（株）帝国データバンク「企業概要ファイル」より長谷工総合研究所作成
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